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③ ④
　　図14－1　A岬阻1“M．SP・AP相関研究（1985）の時聞枠組
　　　　　　　　　　
・H鱗㍑驚分析鰐1鱗
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資産成長率，営業利益成長率（01G）によって測定する。APのリスク指標は，負債比
率，営業レバレッジ，営業利益の標準偏差である。MPは，リスク調整済み収益，アル
ファ，総収益で測定される。また，市場リスク指標は，べ一タ，組織的リスク，総収益
の標準偏差である（ともに株式市場分析の専門用語であるアルファやべ一タなどの上記
の各指標について，著者は詳しく注釈している）。
　著者は，こうした指標の妥当性を吟昧し，この研究でなされているSPとEPの相関
分析や回帰分析を詳細に検討する竈そして，薯者は，上述の3基準にてらし研究を評価
する。その結果，「フォーチュン」の「名声評価」リストによる対象企業の選抜は，普
遍性基準に合致している，またAP指標は「本業の業績を繁栄するものになっている
が」，「資産関連の比重が高い」と批判する。使用されたMP指標にはとくに問題ない
としている。とくに著者は，この研究の優れた点として時閻枠組の厳密性を指摘し，そ
れを著者自身により上図のように整理す乱
　第1分析は，他の研究にもよく見られる対応期のSPとEPとの相関分析である。
そこでは，1．高SP企業は，リスクが小さく，OlGは低いが，ROAは高い，2．低SP
企業は，リスクが大きく（告訴，罰金などの追加リスクが大きい），OlGも高いが，
ROAは低いという結論が導き出される。著者は，この分析からはEPとSPとの間に
一定の相関関係があるといえるが，その因果関係，とくにSPとリスクとの因果関係が
分らないと指摘する。第2分析と第3分析では，先行期のEPが後続期のSPのすぐ
れた予示指標となることを示唆している点に著者は，McG口ireたちの研究の長所をみ
る。そこから著者は，「安定した本業と商い全体的収益性がCSRを可能にし，それが
リスクを低下させて，以後の善性循環一高EP一積極的CSR一を生み出す」とい
う知見がえられることを指摘する。そして，著者は，CSR研究の初期に演緯的にいわ
れてきた，CSRが「長期的利潤極大化」や「制度維持」などに貢献するという「SP説
明変数仮説」が，さらにリスクと経営者の志向（社会志向か利益志向か）という要因を
考慮することにより，rリスクを条件とするSP説明変数」になると評価する。ただし，
著者は，上述の第1分析にみられた同じ期間のSPデータとEPデータとを比較するさ
いの時聞枠組において，高EPから高EPにいたるまでの循環過程に生じるタイム・
ラグを方法的にいかに設定するかが今後の最大の課題であると指摘する価
　以上，第3繍の要約をしたが，薯者は，各種の実証研究を丹念に分析し、閥題点を指
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図15－4　SP・EP相関研究の知見
知見（1）
EP
SP
摘している。著者はとくにMcG．i．eたちの研究をその問題意識の明確性と使用する各
種の指標の適切性のため，高く評価している。
　第4編では上述の実証研究と規範理論の統合が述べられる。
　第15章は，本書でも検討された，これまでの主要なSPとEPの相関にかんする諸実
証研究の結論を図表化し，さらにSPとEPとの相関を認める研究を同じグループにま
とめるというように諸研究問の相互関係も図示する。そして，その作業から上図を作成
する。その際，著者は「相関なし」という結論を出す知見は，企業行動を理論的・実践
的に理解する作業を放棄することにつながるという理由でもって，無視する。
　上図では，知見（ユ）は正の相関あり
　　　　　　知見（2）は負の相関あり
　　　　　　知見（3）は逆U字相関あり（ある点までは正の相関，それをすぎると負
　　　　　　　　　　の相関に向かう），である。
　著者は，知見（1）の聞題点としてSPとEPとの因果関係の実証がむづかしいことを
指摘するが，McGuireたちの「EP説明変数説」は，その難問の克服に向けて貢献して
いると評価する。彼らの説の今後の課題は，バブル期のようにEPとSPとがいつまで
も右肩上がりに継続するわけではないので，そうした変化する動態を説明する理論の構
築とその変化に対応する実践的な社会戦略の展開にあると著者は述べる。また，「EP
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図15－5　長期動態的な「均衡的社会責任」
EP
　　　　　　　　　長期的企業オプテイマム
　　　　　　（
　／↑＼　j
’一一一一」　　一一一」　　一一一・長期的企業ミニマム
SPt　　　　SPt＋1　　　SPt＋王　SP
説明変数説」は経済責任を重視するが，それよりもまず法的責任をはたされなければな
らないことも考慮すべきであることも指摘される。
　知見（2）の場合，著者によれば，なぜそうした現象が生じるのかの説明がほとんどな
いのである。そこで著者は，まず，「SP説明変薮説」により，高（低）SPは高（低
い）コストになり，それが低（高）EPになるというコスト論を環境汚染にかんする
「囚人の告白」の例でもって，具体的，理論的に説明する。しかし，著者は，互いに競
争している企業の行動ぽそれぞれ独立しており，またCSRはゼロサム・ゲームの対象
となるような問題ではないために、「囚人の告白」モデルではほとんど解明できないと
する。また，「EP説明変数説」でもってすると，逆相関の場合，高EP一低SPという
因果関係になるが，必然的にそのような因果関係が生じるとは限らないと指摘する。
　知見（一3）は，すでに上で述べた通産方式企業考課によって示されている回著者は，同
省の噺しい経営力指標：定性要因による企業評価の試み』（ユ976）のなかにある「社
会的責任の遂行度が増大すると，財務業績，モラールはともにはじめは増加していくが，
ある点をすぎるとそれはサテユレイトするか，低滅する。」……という指摘をそのよう
な知見の例として提出する。そして著者は「一般化すると，規範理論がいうように，
CSRの実践は環境主体の好意を醸成し，企業行動の正当性を高めて，EPが向上する。
このようなSP・EPの善性循環をより有効にするため，傘業はよゆ多くの資源を投入し，
CSRの実践内容を社会貢献の方向へと自発的に拡大する。しかし，貴源揮入が詐容限度
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に近づくにつれ，善性循環の効果は低減し，やがてその限度を超えると，逆相関の効果
が現れてくる」と説明する。そして，著者はEPが最高になるSPの状態を「均衡的
社会貢任（均衡的CSR）」と名づける。
　著者によれば，この「均衡的社会責任」は，状況が変化すればその均衡が破れる，本
質的に短期的均衡概念であり，それゆえ，企業は主体的にSPとEPの新しい均衡を
実現する必要があるといえる。それも上図のように水平的シフトでなく，企業の社会戦
略により右上がりの長期的企業オプティマムを目指すことが要講せれる。というのは，
環境主体の期待が時代の種移とともに高度化するという「責任発達の論理」が作用する
からである。
　このような薯者の論理展開はきわめて説得的であり，支持できるものである。
　第16章では，まずマズローの欲求段階説による，CSRが法的貢任，経済的責任，制
度的貢任，社会貢猷というように低次責任から高次責任へと移行することが指摘される。
ただ，その場合，注意すべきは，どの次元でも，公害防止の法律の例のように，責任の
範囲が拡大する傾向にあること，また先行する責任は次の責任次元に移行しても，果た
される必要があることである。次にCSRの担当部局の設置などのような企業の実践体
制の整備と社会戦略の必要性が指摘される。そして，最後に著者は，占部都美教授など
の社会戦略の先行研究を吟味，批判して，著者自身の考えを明らかにする。それによれ
ば，経営戦略は，経営理念を実現するための手段選択の原理であり，本業を対象とした
通常の経営戦略と社会的少数派の雇用・登用のような制度的責任とメセナのような社会
貢献を対象とした社会戦略より構成されている。著者はさらに社会戦略の枠組をドメイ
ンとアウトドメインに区別する。前者は本業に関連するものであり，後者はさらに本業
の周辺領域と外延領域に分けられる。著者によるこれら3者の例は，（育児・ボラン
ティアr休暇制度（ドメイン関連），インキューべ一タ事業（周辺領域），社会福祉支援
（外延領域）である。
　さらに著者は，キャノン株式会社におけるオプタコンなどの実例をあげて，著者の理
論を裏づけている。また著者は，これらのCSRの項目がどの程度実現されているかを
評価・溺定し，その結果が社会載略の見直しへとフィードバックされる必要があること
を強調する。
　結章では，まず，CSRの実践面の4つの注意事項が指摘される。すなわち，本業と
関係のない陰徳としてではなく，本業と理念的に一体になっていること，CSRの内容
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には，法的貢任からはじまる基本的優先順位があり，それを無視すべきでないこと，
CSRのための独自資源を明確にすること，主体性と独自性をはっきりすること，である。
　研究面では，まず，本書の立場が，「ステークホールダー概念や協働システムの概念
を包摂しながら，基本的には制度的接近によってCSRを展開」し，経営学的には実践
理論の立場をとっていることが明らかにされ糺さらに著者の構想が前掲の修正3次元
モデルで表されることを指摘する喧他の方法による研究，すなわち技術論的研究や実証
理論研究は，測定・評価方法の改善および有益な知見をもたらしたが，著者は，それら
の成果を「規範理論と統合し，新たな実践的命題に展開する作業をしなければならない
と主張する。本書は，そのような試みの端緒となるべく，「長期的企業オプティマム」
の命題を提示した。この命題の精鰻化ないし精錬化がこれからの具体的課題となる」と
述べて，筆をおいている。
4
　本書は以上のように豊富で，充実した内容をもつ優れた研究書である。企業の社会的
責任の研究者のみならず，実践側の実務家にも有益な知見を与えてくれる竈資料の面で
も，K．E．Aupperleから直接にデータを入手したりし完壁を期している。また，参考文
献の数の多さは，著者の目配りの深さと広さを証明している。
　著者の提唱する「長期的企業オブティマム」の考え方も，企業にたいする社会の要求
水準が高くなった今日の社会状況を考慮すると，企業に是非，実践してほしいパラダイ
ムである。いずれにしても，そこに盛られている，膨大な情報量からすると，本書は企
業社会責任の最新のハンドプックとしても使える。おそらく，今後，この分野の研究を
志すものは，まず本書を繕き，これまでの知の蓄積をマスターする必要があろう。また
，企業社会責任の研究者は，自分自身，一人の市民として，企業のステークホルダーで
あり，企業の行動になんらかの責任をもつ必要がある。本書は，研究者が研究対象にそ
うした主体健をもとうとするとき，どのようなアプローチが可能かも教えてくれる竈す
なわち，本書は，研究者にとって王研究活動と現実の動向とを乖離させないために，著
者のいう第ユ局面，第2局面，第3局面のどれを志向すべきか，あるいはそれらの局面
の問題点は何かに関して指針を与えてくれる，貴重な研究である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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